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1.はじめに 

従前のレポート「確定拠出年金制度における年金受給に関する考察 ～ 魅力ある年金給付を考える」
注 1では、確定拠出年金（Defined Contribution : DC）制度における受給形態として年金払いがほとんど利

用されておらず、多くが一時金で受給されている現状について、その課題と解決方法を考察した。た

だ、DC 制度に加入しかつ十分な水準を得られる対象者は限られており、それ以外の者については、そ

の他の金融資産などを活用して老後の収入確保を検討することが必要となる。前稿では DC の終身年金

化のアイディアの一つとして「じぶん（自分）年金」を作ることを提案したが、このアイディアは DC

制度に限らず、金融資産を利用した一般的な仕組みとしても捉えることができる。本稿では、老後の

収入確保の方法として、金融資産を活用したじぶん年金の作成方法を整理する。そして、前稿では踏

み込まなかったインフレの影響やその対応方法について考察する。 

2.問題意識 

DC 制度における一時金選択者が多いことに加え、確定給付企業年金（DB）制度についても少なか

らず一時金選択者が多く、その他の金融商品についても年金型の商品（個人年金等）の利用は限定的

である。つまり、公的年金以外では、多くの人は年金の仕組みを利用して老後資金を受け取っていな

いということになる。 

年金は定期的に一定額が本人に支払われることで、生活の基礎となる収入として活用される。特に

現役時代に給与を主な収入としてきた者にとって、リタイア後もその延長線上で生活設計が容易とな

ることから、年金の機能（定期的な収入）の重要性は高い。そういった重要な機能を持つ年金ではあ

るが、公的年金以外に年金型の給付を受けていない高齢者はどのように老後資金を利用しているので

あろうか。 

〔図表 1〕世帯主年齢階級別金融資産残高 

出所：2019 年全国家計構造調査（総務省統計局） 家計資産・負債に関する結果より筆者作成 

図表 1 は世帯主の年齢階級別に金融資産残高の平均値をとったものである。60-64 歳に世帯の金融資

産残高のピークがあり平均で 1,948 万円となっている。平均像では老後資金のために順調に金融資産が

形成されたように見える。一方でリタイア期に入ったもしくは入りつつある 65 歳以降の年齢層をみる
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と、その残高の減少は緩やかであることがわかる。85 歳以上においても 1,577 万円であるから、20 年

以上で 2割も減少していないことになる。もちろんこの数値は調査時点の断面を捉えたものであり、特

定の人の軌跡を追ったわけではないが、高齢期に資産の取り崩しが進まない姿が浮かび上がっている。 

多くの人が老後資金を気にしているにも関わらず、いざ老後になると、貯めたお金をあまり使わな

い現状を示していると考えられる。資産形成は目的があって行うものであると同時に、資産活用つま

り使って初めて完結するものと言える。資産活用として取り崩しが進まない理由は長寿、インフレへ

の不安もあるだろうが、取り崩しという行為が生活のスタイルに馴染んでいないからではないか、そ

こにストレスが生じている面が少なからずあるものと思料する。給与収入のように決まった時に決ま

った額が入金されるという、ルーチン化が大切なのではないか。そこで、保有金融資産の年金化を 1つ

のソリューションと考え、本論で提案するのがじぶん年金である。じぶん年金とは金融資産をルール

に則って取り崩し続けることを指す。 

3. じぶん年金を作るための 1つの決断 

金融資産を年金化し、じぶん年金を成り立たせるためには、まず 1つの決断が必要となる。その決断

とは、じぶん年金として使う財源、つまり支払い原資となる当初の金融資産の額を決めることである。

老後の生活費として使い切ることになる金額である。取り崩しを始めると徐々に残高が減少し、予定

年数に達すると基本的に 0となるものである。それなりに大きな残高を使い切ると決断することは、思

った以上にストレスがかかる。途中、枯渇したらどうしようか、大きな出費があったらどうしようか、

人生、不確かなことばかりである。ただ、本稿ではすべての金融資産を使うということを提案してい

るのではなく、その他の非金融資産も含め、全財産を一旦棚卸し、そのうち、老後生活費以外にとり

置くものを先に決め、その残りを活用することを提案する。以下に簡単な例を使って説明する。 

〔図表 2〕じぶん年金の財源と資金使途の棚卸し 

出所：筆者作成 

STEP1 として資産の棚卸しを行い、財源の確認をする。この例の場合、金融資産は 4,000 万円あり、

その他に財源として自宅不動産がある。ローンは返済済みである。加えて、相続の予定金額が 500万円

あり、終身の生命保険で保険金額が 1,000 万円あることが確認できた。 

STEP2 として、老後の生活費以外のお金の使途を考える。まずはイベント費用として、海外旅行や

自宅の維持・修繕、介護への備えなどを検討した上で 1,000 万円を必要額とした。不動産は子供に承継

する予定のため、そのままとし、万一の不測の事態が生じた場合は予備的に活用することにする。親

からもらう相続財産見合いは子供へ承継、死亡保険金は配偶者の生計費にあてることにした。 



 

 

4 

ＭＵＦＧ資産形成研究所 

STEP3 は、じぶん年金の原資を決定する。財源（STEP 1）から老後の生活費以外の使途を決めた額

（STEP 2）を差し引いて残った資産は金融資産 3,000 万円となるが、これをすべてじぶん年金として使

うことを決断することである。記載の例は単純化しており、実際はこれ以上にさまざまなことを考え

なければならない。しかし将来は不確実なものであり、ある程度割り切って決断することが一番重要

である。 

一方で異なるアプローチの方法として、必要となる老後生活費と公的年金等の収入から不足する額

を算出しじぶん年金の額とする方法が考えられる。その額を基準に老後資金として当初必要額を用意

するのである。このアプローチは積み立て段階では正統的な方法と考えられる。ただ実際に年金が必

要な段階にいたった時に、必要額が確保できていれば良いが必ずしも思ったようにならない。そうで

あれば使える額で生活を考えるしかないということになる。本稿ではこの考え方、つまり、使えるお

金でじぶん年金を考えてみようということである。 

4. じぶん年金を作るための 3つのポイントとプラスα戦略 

じぶん年金のための資金額を決定したのち、年金化すなわちどのように取り崩していくのか、その

工夫のポイント 3 つとプラスα戦略を紹介する。 

(1) 取り崩し期間を定め、年金支給のようになるよう一定のルールで取り崩す 

取り崩すという行為は一般には重めの意思決定であろう。必要な都度、この意思決定するのではス

トレスが大きい。年金支給のように定時に一定のルールで取り崩しを行うことで、ストレス少なく使

い切ることができると考える。 

(2) 長寿リスク（資産枯渇）を避けるため、取り崩し期間を長めに設定し不安感を縮減 

資産の取り崩しにあたって途中で枯渇することが気になる。個人向けの金融商品で終身年金保険な

どが提供されているが十分普及していない。個人で終身年金を作ることはできないので、その代わり

に取り崩し期間を長め（例えば 30 年）にすることでこれに対応する。 

(3) 投資を継続し、取り崩し額の増額やインフレに対応 

取り崩し期間が長期にも亘ることから、資産運用リスクを許容し投資を継続することで、取り崩し

額は増加する。加えてインフレへの対応の観点でも必要となる。 

(4) プラスα戦略 公的年金の繰下げの検討 

公的年金の受給開始年齢を 1 歳繰下げると年金額は 8.4％増加する。これを 5 年間繰り下げると 42％

増となる。繰下げ期間中の収入確保が必要なものの、受給開始後は公的年金額が増加するとともに、

増加分についても終身支給・物価スライドのメリットが享受できる。 

以下、上記 3 つのポイントとプラスα戦略について設例を用いて説明する。 

5. 設例で比較するじぶん年金 

設例の共通の前提として、じぶん年金の原資とする金融資産額 3,000万円、取り崩し開始年齢 65歳、

取り崩し期間を 30 年とする。その他の条件として、資産運用の有無（0%と 2%）、インフレの有無

（0％と 2％）、公的年金の受給開始年齢の繰下げの有無（65 歳と 70 歳）の組合せで、8 つの CASE に

ついて比較する。 
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〔図表 3〕じぶん年金の設例パターン 

 

 

 

 

 

 

(1) ベースとする公的年金の受給額 

じぶん年金を考える上で重要な要素である公的年金の受給額についても前提を置く(図表4)。公的年

金はじぶん年金の土台であり、老後生活の基礎となる。当該額については、例年、厚生労働省から参

考値として開示される世帯単位のモデル額（世帯合計額）を利用する。 

〔図表 4〕公的年金の受給額 

出所：厚生労働省プレスリリース（2024 年 1 月 19 日）より筆者作成 

(2) Case1・Case2 

Case1 では、ベースの公的年金、年額 277 万円に、じぶん年金として、「原資 3,000 万円、取り崩し

期間 30 年、1 年あたり 100 万円の取り崩し」を乗せている。運用をせず、インフレも発生しないとい

う前提であり、これが基本形となる。この結果、95 歳までは公的年金とあわせて 377 万円の収入とい

うことになる。 
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これに対し Case2 では年利 2%で運用できる（実質期待収益率を 2%）とした場合の取り崩し額を、

運用による効果として上乗せして表示する。運用による効果は 31.3 万円となり、公的年金および元本

取り崩し部分と合計で年間 408.3 万円の収入となる。なお、Case1,2 とも 95 歳以降は公的年金のみ 277

万円となる。 

当設例においては資産枯渇リスク回避の観点から、取り崩し期間を 30年としたが、超高齢期にお金

はあまり必要ないという考え方であれば、例えば取り崩し期間を 20年としてそれ以降は公的年金だけ

とするという方法もある。そうすれば資産取り崩しは年 150 万円、運用による効果は 19.9 万円となる。 

なお、設例では公的およびじぶん年金を合計して「収入」と表現しているが、当然ながら税・社会

保険料等を差し引いた「手取り額」とは異なることに留意願いたい。特にじぶん年金はその取り崩し

対象となっている金融商品によって、課税方法が異なる。例えば、NISA からの取り崩しでは運用収

益を含めて無税で取り崩せるが、iDeCoからの取り崩しでは雑所得となる。 

(3) Case3 とインフレへの対応方法 

Case1,2 ではインフレがない前提であったが、Case3 では、Case1 において毎年 2%のインフレが進行

するとどう変化するか考える。インフレの表現は将来の名目値を現在価値に置き直す方法で示す。

Case3において、資産の取り崩し額は毎年 100万円と Case1と変わりなしだが、インフレによってその

100 万円の実質価値は年々低下する。2 年目の価値は 100 万円÷1.02＝98.0 万円、3 年目は 100 万円÷

1.022＝96.1万円となり、30 年目では 56.3 万円まで低下する。 

一方、この図で公的年金は 277 万円と変わっていない。もし年 2%でインフレが進行した場合の年

金額は、物価スライドして名目額は増加することになり、現在価値の評価額は逆に変わらないという

ことになる。ただし、公的年金額は原則的には物価にスライドして増額されるが、現役世代の賃金が

物価水準ほど上がらなければ、賃金上昇率に抑えられてしまうこと、加えて、マクロ経済スライド調

整により物価スライドが満額得られない場合がありうることには留意が必要である。 

では、このようなインフレが続くことを前提とした場合、Case1 の水準を維持するためにはどうし

たらよいか。答えはあたり前だが、現在価値を低下させないためには年 2%ずつ資産取り崩し額を増

やす必要がある。具体的には図表 5 のグレーの縦棒が将来の名目額になっており、毎年 1.02 倍に増や

していくと実質価値は 100 万円を維持できるということになる。 

では、どうすれば毎年 2%ずつ取り崩し額を増やして原資 3,000 万円で足ることが可能か。ある意味

単純で年 2%の運用リターンをあげれば、理論的には帳尻が合う。確かに毎年 2%で運用でき、毎年
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2%のインフレが進めば、計算がぴったり合うが、実際は運用成果もインフレ率もどうなるかわから

ない。インフレ率と連動して収益が発生する運用商品があると良いが、当スキームに使い勝手の良い

商品はない。次善の策は、インフレ率を長期視点でアウトパフォームすると考えられるポートフォリ

オで運用することである。もちろん、毎年インフレ率に連動して収益が発生することはないので、短

期的には（年によっては）収益率を超えるインフレについては許容する必要がある。 

〔図表 5〕インフレによる実質価値低下抑止に必要な名目額 

インフレ率を超過することを目標とするポートフォリオならば、債券中心の安定型のポートフォリ

オが考えられ、具体的にはバランス型投資信託が考えられる。具体的なポートフォリオ例はここでは

あげないが、理論上、期待インフレ率を 2%と想定するならば、名目の期待収益率が 2%を超過するも

のにする必要がある。ただ実際にはインフレ率を長期的にアウトパフォームすれば良い。 

肝心なのは取り崩しが前提となるので、一つの投資信託を利用するということがポイントである。

取り崩ししながらポートフォリオを維持し続けるのは労力がかかり、特に個別の株や債券への投資を

しながら取り崩しのコントロールは難しいと考えられる。容易に取り崩しができることがじぶん年金

の成功のポイントであり、投資信託、できれば一つのバランス型の投資信託に集約することが良いと

考える。 

(4) 実務的な取り崩し方法の検討 

一定の前提における理論上の対処方法はわかったが、実際は、運用成果もインフレ率も不確実であ

ることから、じぶん年金としてどのように取り崩せば良いのか、具体的な方法を示したい。インフレ

や運用を前提としなかった Case1 では当初残高 3,000 万円を予定取り崩し期間である 30 年で除して、

定額の 100 万円を取り崩し続ければ良いが、インフレに対応するため運用しながら取り崩す場合、違

った対応が必要となる。ポイントは 2 つで、（ア）インフレに対応して取り崩し額を増やしたい、

（イ）運用成果の下振れや、インフレ対応で取り崩し額が増えることで、途中の資産枯渇が不安、こ

の 2 つの悩みをどう解決するか、それも現実的な方法が必要である。 

2 つのポイントを同時に満たすことが難しいため、（イ）を優先した上で（ア）の対応をすること

としたい。資産枯渇を避けるためには運用成果に応じて取り崩し額をコントロールすることが必要で

ある。ここで提案する方法は、毎期初の資産残高を取り崩し残余年数で除した額を取り崩すという方

法である。具体的に、図表 6 の数値例を示す。②の列が各期初の残高であり、1 年度目は③の残余年

数が 30年のため 30で除す。そうすると④の取り崩し額が 100となる。残った 2,900万円を運用して、

4%の収益が上がったという例になっている。そうすると期末の残高は 3,016 万円となる。次に 2 年度
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目の②の期初残高は 3,016 万円になっており、今度は③の残余年数 29 で除することになる。そうする

と④の取り崩し額が 104 万円ということになる。前年度のインフレ率が 4％未満であれば、この取り

崩し額はインフレ率を上回ることになる。さらに続けると、取り崩し後運用を継続するとこの年はマ

イナス 2%という実績になったという例であり、結果⑥の残高は 2,854万円となる。翌年度はこれを 28

で除することになるが、前年度がマイナス利回りであり、インフレへの対応は不十分な可能性が高い。 

〔図表 6〕じぶん年金の具体的な運営方法 

この流れを 30回続けることになる。おわかりのとおり、この取り崩し方法にはインフレ率は直接出

てこない。ポイントの（イ）である、資産枯渇をしないことを優先したためである。⑤の運用実績が

インフレ率に近い値なら、うまくかみ合うが、インフレ率が高い年度で運用が不芳となった場合は、

翌年度十分な取り崩しができない可能性がある。この方法の場合、そのような食い違いについて許容

する、つまり我慢することが求められる。しかし、長期的にインフレ率を上回る収益率が期待できる

ポートフォリオであれば、その我慢は一時的なもので、基本的には一定の取り崩し水準が確保できる

方法であり、結果としてポイントの（ア）であるインフレへの対応が可能であると考える。 

なお、取り崩しにあたってテクニック的なことであるが、期初残高を残余年数で除するのではなく、

当初購入した投資信託の口数を 30で割ってその口数を取り崩し続けるという方法がある。例えば当初

3,000 口購入したとすれば、それを 30 で除した 100 口を毎年取り崩せば良いことになり、割り算が不

要となる。投信の価格上昇に伴い、取り崩し額が増えていくことになり非常にわかりやすい。ただこ

の方法は、投資信託に配当などがあって口数が変化する場合は、計算し直す必要が生じる点に留意が

必要である。 

(5) Case4 とインフレへの対応方法 

Case4 では Case3 に運用による効果で取り崩し額が当初 31.4 万円上乗せされるが、当該部分もイン

フレによる価値の低下の影響を受けることになる。Case4 では年 2%の運用成果を狙った運用（実質期

待収益率が 2%）を行うことが前提であるが、その上に年 2%のインフレを想定したケースである。当

初、公的年金を含め 408.3万円の収入が 350.9万円の価値に低下することになる。このインフレ下にお

いて、Case2 の水準を維持するための対処方法はどうであろうか。 

答えは単純であり、2%の運用を見込んでいたところに、インフレ分 2%をプラスして 4%の運用（名

目期待収益率）を目指せば良い。そうすれば当初 131.3 万円の取り崩しから始まり、そこから毎年 2%
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ずつ名目額を引き上げることが可能となり、結果として 131.3 万円の現在価値が維持できることにな

る。具体的対応を考えると、運用すべきポートフォリオは、インフレ率を含む期待収益率（名目期待

収益率 4%）が長期視点で達成可能なものを採用することになる。ただし実際のインフレ率および運

用実績は期待値と異なることから、そのズレは Case3 と同様に許容（我慢）することが必要となる。

Case3 と異なる点は、Case3 ではインフレ率と実際の収益率のズレであったが、Case4 では「インフレ

率＋2%（実質期待収益率）」と実際の収益率とのズレになることである。 

 4%を超過する名目期待収益率を目標とするならば、Case3 よりも期待リスク・リターンが高い、相

応に株式を組み入れたバランス型投資信託とすると良い。理論上、期待インフレ率を 2%と想定し実

質期待収益率が 2%となるような投資信託が必要となる。このようにポートフォリオを検討する際に

は、実質的な期待収益率と期待インフレ率を分けて考えられると良い。Case4 では実質的な期待収益

率を 2%と考えていたわけで、これにインフレ率分の収益が乗れば目的が達成されるからである。た

だ、一般に販売されているバランス型投資信託ではその実質期待収益率や想定しているインフレ率な

ど詳しい開示はないことが想定されるため、具体的な商品選択にあたっては一定の前提をおいて自ら

検討する必要がある。参考となるのは過去の収益率の推移とインフレ率の関係を調べて、「実績収益

率－インフレ率」が平均的に実質期待収益率（ここでは 2%）を超過しているものが候補となろう。 

(6) Case4 における実務的な取り崩し方法の検討 

Case4 での具体的な取り崩し額の決め方については、基本的に Case3 と同じ方法となる。異なる点は、

期初残高を割る③の係数が残余年数ではなく 2%の収益を織り込んだ係数で割ることになることである。

この係数は年金現価率注 2とも呼ばれ、Case3 では 30 であったものが、図表 7 の③に示すように 2%の収

益を織り込んだ係数 22.844 となり、これで除した額を取り崩すことになる。 

〔図表 7〕じぶん年金の具体的な運営方法 
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そうすると④の取り崩し額は 131.3 万円となり、Case2 で示した金額と同じとなる。当該額を取り崩

し後、1 年度の実収益が 8％であったすると、期末は 3,098 万円となる。2 年度の期初の額②は 3,098 万

円となり、③の係数は 29 年の 2%の収益を織り込んだ係数 22.281 で割ることになり、139.0 万円となる。

③の係数は残余年数が少なくなるにつれ残余年数の数値に近づいていき、最後 30 年度には 1 になる。

このケースも運用実績が、「実際のインフレ率＋2%（実質期待収益率）」を超過可能なポートフォリ

オが選択されていれば、長期的視点でインフレ対応および運用効果の確保ができると考えられる。 

(5) プラスα戦略としての公的年金の繰下げと Case5・6 

プラスαの戦略として、公的年金の繰下げを検討したい。公的年金は本則では 65 歳から受給開始で

あるが、1 年開始を繰下げると年金額の 8.4％分が増額される。2 年で 16.8％、5 年繰り下げると 42％の

増額となる。5 年繰下げの場合、繰下げ期間中の収入の確保ができれば、その後の収入の計画は楽にな

る。本質的な点ではないが、受給開始から 12 年以上長生きすれば額面の単純計算ではトータルの受給

額が増える計算になる。注 3 

〔図表 8〕公的年金受給開始繰上げ・繰下げにおける年金額の増減率 

出所：日本年金機構ホームページより筆者作成 

Case5 はインフレ・運用なしを前提に、公的年金を 70 歳受給開始とした場合である。公的年金額が

42％増加し、393 万円（=277 万円×1.42）になる。この額を基本額として、まず 65 歳から 70 歳まで取

り崩しによって同額を得ることにする。年 393 万円を 5 年間取り崩すことで、1,965 万円（=393 万円×

5）必要となる。原資が 3,000 万円であるから、残り 1,035 万円となり、これを 30 年に亘って取り崩す

こととすると、30 で除して 34.5 万円となる。この結果、95 歳まで 393 万円+34.5 万円＝427.5 万円の収

入となる。Case1では年間 377万円の収入であり、50万円ほど多い。2%の運用を前提とした Case2から

みても 20 万円ほど多くなっている。長寿を前提とするならば、公的年金の繰下げを選択した方が金額

的にはかなり優位ということがわかる。弱点としては、当初 5年間で大きく保有資産を取り崩すことに

なるため、心理的に辛く感ずる可能性がある。そして、残念ながら早めに他界した場合、取り崩しが

進んでいるため遺族にはあまり残らないことになる。ただ、前提として、老後資金として自分が使い

切るということがじぶん年金の目標であり、その意味では検討の価値ある選択肢である。 
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Case5 に 2%の運用を加えた Case6 については、運用効果によって年 14.1 万円増加する。繰下げをし

なかった Case2 の運用効果は 31.3 万円であったことから比較すると、その効果が小さくなっているの

がわかる。取り崩しが前詰めになったため運用期間が短くなり、効果が小さくなったことによるが、

全体の収入としては 441.6 万円まで増加することになる。 

(6) インフレありの Case7・8 について 

これらに対し、インフレを想定した Case7・8 ではどうなるか。取り崩し部分の価値が年々低下して

いくという仕組みは、繰下げをしない Case3・4 と変わらない。違いはインフレの影響を受ける取り崩

し部分の 3 分の 2 を 5 年で使い切り、残り 3 分の１が 30 年間の影響をうけるため、インフレの影響が

相対的に小さくなっている。つまり 70 歳以降の公的年金部分の面積が増え、そちらで物価スライドさ

れることになるからだ。公的年金の繰下げは受給開始当初の金額の比較においても優位となるが、イ

ンフレを前提とした場合にはさらに、増加した公的年金部分についてそのインフレ対応を任せられる

という大きなメリットを持っている。 

取り崩し部分のインフレ分の対応については Case3・4 と同じように+2%の収益を得る運用が必要に

なることは変わらない。具体的取り崩し方法も同様に残余年数もしくは残余年数に応じた年金現価率

で除して計算することになる。ただし 65歳~70歳までの 5年分と 95歳までの 30年分とに分けて取り崩

す必要があるなど計算が複雑になる点には留意が必要である。 

(7) Case9 の検討 

Case7・8 の特徴として、インフレの影響および運用による効果が比較的小さいことがあげられる。

この特徴を活かしプラスα戦略はまた違う選択肢にも使えそうである。Case7 のように繰り下げによっ

て増加した公的年金額で終身支給かつ物価スライドするのであれば、金額レベル的に満足いくと考え

た場合、取り崩し部分のインフレ対応を含め運用をしないという選択肢がありうる。運用リスクをと

ること自体、生活のストレスと感ずるなど資産運用に慣れない方であれば、無理に運用しないという

ことが検討に値するだろう。 

当初の設例に入れていなかったが、Case7 をベースに運用なしでインフレ対応をすることを Case9 と

して検討する。運用をせずにインフレ率 2%を前提として価値が低下する分をカバーするには、あらか

じめ毎年取り崩し額を 2%ずつ増やすことを決めておくという方法である。この方法であれば、運用せ

公的年金 年393万円
資産取り崩し

年393万円

65歳 95歳70歳

資産取り崩し 年23.5万円

Case9:運用なし・2%インフレ（現在価値換算）
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ずに当初資産 3,000 万円のなかで取り崩しができるよう逆算して当初取り崩し額を決定することが可能

となる。 

70 歳までは 393 万円と 23.5 万円を毎年 2%ずつ増額しながら取り崩し、70 歳以降は当初 23.5 万円だ

った部分を継続して 2%ずつ増額して 30年目まで取り崩すことが可能となる。もちろん Case7の当初額

の 427.5 万円に比べ当初額は 416.5 万円と低下する。また、この方法は実績のインフレ率に連動させる

ことはできないが、実際のインフレ率と 2%が大きく乖離しなければ、十分機能するものと考えられる。

運用なしで 95 歳まで実質価値で 416.5 万円が維持できるのは、長寿を前提とすればかなり魅力的では

ないだろうか。 

5. じぶん年金のまとめ 

じぶんの年金作り方について、公的年金との組み合わせとともに検討を行った。そのポイントを図

表 9としてまとめたが、赤字で強調したとおり③のじぶん年金として老後資金を使い切ることを決断す

ることが最大のポイントである。お金を使うことは貯めることより難しいと言えよう。 

取り崩しの方法論は言わばテクニックの問題であるが、残余年数で残高を除す方法は残り何年で使

い切るということがわかりやすく、かつ資産枯渇も防げる方法であり、実践しやすいのではないだろ

うか。新 NISAや iDeCoが話題となり資産形成が耳目を集めるが、肝要なのは資産形成の目的が何であ

るのか、そして形成後にその活用（使用）するまでが資産形成のサイクルであるということだ。本稿

が資産活用の一助になれば幸いである。 

〔図表 9〕じぶん年金のまとめ 

なお、本稿における意見にかかわる部分および有り得るべき誤りは、筆者個人に帰属するものであ

り、所属する組織のものではないことを申し添える。 

 
注 1：MUFG 資産形成研究所レポート「確定拠出年金制度における年金受給に関する考察 ～ 魅力ある年金給付を考える」

 https://www.tr.mufg.jp/shisan-ken/pdf/shisan_keisei_31.pdf 

注 2：本稿における年金現価率は年 1 回期初払いで算出。利率 2%の場合のｎ年年金現価率＝1+1/1.02+1/1.02^2+1/1.02^3+･･･+1/1.02^（ｎ-1） 

注 3：1 年繰下げによる増分 8%を得るために 100%の収入を繰下げ期間中失う。これを取り戻すには、100÷8＝11.9･･≒12 年要することにな

る。ただし、繰下げによる増額に伴い税・社会保険料等も増加するため、手取りベースでは 12 年を超過する場合がある。 

 

https://www.tr.mufg.jp/shisan-ken/pdf/shisan_keisei_31.pdf
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わが国では人口減少や高齢化の進展、低金利の継続等、さまざまな環境変化が起こっています。

これらの環境変化に伴い、国民の自助努力による資産形成がますます求められる時代となりま

した。 

このような状況下、当研究所は資産形成のための手段としての投資を身近でなじみやすいもの

にし、長寿化に伴う資金枯渇を防ぐためにはどうすれば良いのか等、実践的かつ効果的な情報

提供を中立的な立場で行うことを目的に活動しております。 
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